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■川崎市立中学校完全給食実施方針 　－概要版－

■経過等

●(仮称)南部学校給食ｾﾝﾀｰ
約15,000食

（南部市場北側用地）

●(仮称)北部学校給食ｾﾝﾀｰ
約6,000食

（ﾏｲｺﾝｼﾃｨ事業用地）

●(仮称)中部学校給食ｾﾝﾀｰ
約10,000食

（平間配水所上平間管理公舎用地）

■小中合築校
約500食

（はるひ野中学校）

■小中合築校
約1,000食

（東橘中学校）

▲自校方式
犬蔵中学校 約600食
中野島中学校 約900食

●本市では、これまで、市立中学校の昼食は、「家庭からのお弁当」を基本とする「ミルク給食」を実施し、併せて、お弁当が持参
できない時にそれを補完する制度として「ランチサービス事業」を実施してきましたが、中学校完全給食の早期実現を求める「市
議会の決議」や市民の皆様からの様々な意見・要望を踏まえて、教育委員会会議において議論を重ねた結果、中学校において
も、小学校と同様に「完全給食」を実施することが望ましいとの結論に至り、平成25年11月に「川崎市立中学校給食の基本方
針」を決定しました。

川崎市立中学校給食の基本方針（平成25年11月26日 教育委員会会議決定）

１ 早期に中学校完全給食を実施します。

２ 学校給食を活用した、さらなる食育の充実を図ります。

３ 安全･安心な給食を提供します。

４ 温かい給食を全校で提供します。

上記基本方針に基づき、安全・安心で温かい中学校完全給食の早期実施に向けた検討

川崎市立中学校完全給食実施方針

１ 学校給食を

活用した

食育の推進

（１）学校給食の目的
・子どもたちの健康の増進、体位の向上を図る
・子どもたちが、望ましい食習慣と食に関する実践力を身に付けることを目指す
・給食を生きた教材として活用することにより、食に関する指導を効果的に進める

（２）学校給食の目標
食育の観点を踏まえ、健康の保持増進、健全な食生活など７つの目標の達成を目指す

（３）学校給食を活用した食育の推進
食育基本法

・子どもたちの食育については、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な
心と身体を培い豊かな人間性をはぐくんでいく基礎となるもの

・食育とは生きる上での基本であって、知育・徳育及び体育の基礎ともなるべきものと位置付けるとともに、
様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができ
る人間を育てること

学校給食を生きた教材として活用し、さらなる食育の推進
○ 教科や特別活動等における学校給食と関連させた食育
○ 給食の準備や片付け等の共同作業や同じ食事を一緒に食べる「共食」による食育
○ 小学校からの継続的かつ計画的な食育
○ 地場産物等の給食への活用による食育

２ 喫食形態

〇 全員喫食を原則とする
〇 食物アレルギーを有する生徒には、医師の診断をもとに、原材料等の詳細な情報提供や

特定原材料７品目の除去等の対応
〇 給食での対応が困難な場合には、家庭からのお弁当を持参など、個別に配慮

３ 安全・安心・

良質な食材の

確保

○ （公財）川崎市学校給食会を活用し安全・安心・良質な食材の確保
○ 市内産・県内産といった地産地消に配慮した食材の調達・使用

４ 食器形態 ○ 小学校給食と同様のセパレート型
〇 箸（はし）等については、各家庭から持参 （いわゆる「マイ箸（はし）」）

５ 提供方法等

（１）給食提供方法
○ 市有地を活用し、学校給食センターを３箇所設置
○ 小学校との合築校（東橘中学校・はるひ野中学校）は合築校舎内の調理場を活用
〇 教育活動に支障を及ぼさない犬蔵中学校・中野島中学校は敷地内に調理場を設置

これらにより、生徒数の推計に基づく食数約３万３千食を確保

（２）民間活力を活かした効率的な手法

学校給食センターの整備に当たり実施した事業手法検討調査で、財政負担の軽減及び平準化、事業の安

定的な実施について等の検討を行った結果、ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式を事業スキームとして実施するものとする。

なお、犬蔵中学校及び中野島中学校及び東橘中学校については、市立小学校及び市立特別支援学校で

導入実績のある公設民営方式として実施し、また、はるひ野中学校については、既存のＰＦＩ事業契約に中学

校給食を含めて実施するものとする。

学校給食センターの主な諸室・機能（３センター共通）

検収室、前室、納米室、炊飯室、炊飯盛付室、ボイラー室、野菜上処理室、
野菜下処理室、食品庫、泥落し室、魚肉下処理室、調理室、和え物室、アレ
ルギー食専用調理室、配送前室、洗浄室、残菜処理室、回収前室、コンテナ
室、備品庫、事務室等

６ 開始時期 ○ 平成28年度中に全校において完全給食を実施
○ 試行実施についても検討

７ 給食費
○ 中学生の学校給食摂取基準や本市の小学校・特別支援学校の給食費の額、他都市の状況、社会経済
情勢等を総合的に勘案し、今後、献立の内容と併せ決定

８
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はじめに 

 
中学生の時期は、身体が著しく発育・発達するときです。また、スポーツや文化活

動に参加する機会も増え、学校での生活時間が長くなるとともに、校外での活動も多

くなり、小学生に比べ生活リズムが大きく変化します。この時期に活力ある日々を過

ごすためには、食事、運動、休養及び睡眠を十分取ることが大切です。特に、規則正

しく１日３回の栄養バランスの良い食事をとることは、心身の成長の基礎となります。

また、家族や友人と和やかに食事をすることは、豊かな心や望ましい人間関係をはぐ

くむ上でも大切な役割を果たすものです。その中で、学校給食は、子どもたちの成長

に必要な栄養を補完するだけでなく、集団生活の中で友人や先生と一緒に昼食をとる

ことを通じて社会性を身に付けるとともに、食に関する正しい知識を習得し、将来に

わたる望ましい食習慣を形成するなど、中学生にとっては特に重要なものと考えます。 

これまで、本市の市立中学校の昼食については、家庭からのお弁当を基本として、

昭和 38 年より「ミルク給食」を実施し、平成 16 年度からは、お弁当を持って来られ

ない時にそれを補完する制度として「中学校ランチサービス事業」を実施してまいり

ました。しかし、平成 23 年 3 月の中学校完全給食の早期実現を求める「市議会の決

議」や、市民の皆様からの様々なご意見・ご要望等を踏まえて教育委員会会議におい

て議論を重ねた結果、市立中学校においても、市立小学校と同様に「完全給食」を実

施することが望ましいとの結論に至り、平成 25 年 11 月に「川崎市立中学校給食の基

本方針」を決定いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記基本方針決定後は、児童生徒及びその保護者の方々にアンケート調査を行うと

ともに、「中学校給食推進会議」や「中学校給食推進連絡協議会」を設置し、安全・

安心で温かい中学校完全給食の早期実施に向けた検討を進めてまいりました。 

この度、これらの検討を踏まえ、中学校完全給食実施に係る基本的な事項を「川崎

市立中学校完全給食実施方針」として定め、実施に向けてさらなる取組を推進してま

いります。 

 

 

※ 完 全 給 食 ･････ 給食内容がパン又は米飯（これらに準ずる小麦粉食品、米加工食品その他の食品を含

む。）、ミルク及びおかずである給食 

※ ミルク給食 ･････ 給食内容がミルクのみである給食。家庭からのお弁当が基本となります。 

川崎市立中学校給食の基本方針（平成 25年 11 月 26 日 川崎市教育委員会会議決定）

  １ 早期に中学校完全給食を実施します。 

  ２ 学校給食を活用した、さらなる食育の充実を図ります。 

  ３ 安全･安心な給食を提供します。 

  ４ 温かい給食を全校で提供します。 
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１．学校給食を活用した食育の推進 

 

（1）学校給食の目的 

成長期にある子どもたちの心身の健全な発達のため、学校給食摂取基準等に基

づく栄養バランスのとれた食事を学校給食として提供することにより、健康の増

進、体位の向上を図るとともに、給食の準備や後片付け等の実践活動を通して、

計画的・継続的な指導を行うことにより、望ましい食習慣と食に関する実践力を

身に付けることを目指します。また、給食を生きた教材として活用することによ

り、食に関する指導を効果的に進めていきます。 

 

（2）学校給食の目標 

学校給食法第２条では、食育の観点を踏まえ、７つの学校給食の目標を示して

います。本市の中学校完全給食においても以下に示す目標の達成を目指します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）学校給食を活用した食育の推進 

平成 17 年 7 月に施行された食育基本法の前文では、「子どもたちが豊かな人間

性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、何よりも「食」が重要であ

る」とし、子どもたちの食育について、「心身の成長及び人格の形成に大きな影響

を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな人間性をはぐくんでいく

基礎となるもの」としています。また、食育とは「生きる上での基本であって、

知育・徳育及び体育の基礎ともなるべきものと位置付けるとともに、様々な経験

を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実

践することができる人間を育てる」ことであるとしています。 

本市の市立中学校における食育については、従来より、教科や特別活動、昼食

の時間等の中で食に関する指導を行ってきました。 

また、平成 24 年度に全面実施された新学習指導要領には、「学校における体育・

健康に関する指導は、生徒の発達の段階を考慮して、学校の教育活動全体を通じ

学校給食法（最終改正：平成 20 年法律第 73号）第２条より 

〈学校給食の目標〉 

①適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。  

②日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる

判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと。  

③学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。  

④食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及び

自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。  

⑤食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を深

め、勤労を重んずる態度を養うこと。  

⑥我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。  

⑦食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。 
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て適切に行うものとする。特に、学校における食育の推進並びに体力の向上に関

する指導、安全に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する指導については、

保健体育科の時間はもとより、技術・家庭科、特別活動などにおいてもそれぞれ

の特質に応じて適切に行うよう努めることとする。」と示されており、教育委員会

では「学校における食に関する指導プラン〈中学校〉」を作成し、各学校ではこの

プランに基づき、食に関する指導の年間計画を作成し、食育の推進に取り組んで

いるところです。 

そして、中学校完全給食の実施により、学校給食を生きた教材として活用する

ことで、これまでに行われてきた学校での食育をさらに充実できるものと考え、

従来からの食に関する指導の目標の６つの観点（①食事の重要性、②心身の健康、

③食品を選択する能力、④感謝の心、⑤社会性、⑥食文化）を基本としつつ、以

下の食育について取り組みます。 

 

○教科や特別活動等における学校給食と関連させた食育 

○給食の準備、片付け等の共同作業や同じ食事を一緒に食べる「共食」による食育

○小学校からの継続的かつ計画的な食育 

○地場産物等の給食への活用による食育 

 

（参考）食に関する指導の目標と観点 

 目標 観点 

１ 食事の重要性、食事の喜び、楽しさを理解する。 食事の重要性 

２ 心身の成長や健康の保持増進の上で望ましい栄養や食事のとり方を理解し、自ら

管理していく能力を身に付ける。 

心身の健康 

３ 正しい知識・情報に基づいて、食物の品質及び安全性等について自ら判断できる

能力を身に付ける。 

食品を選択する能力 

４ 食物を大事にし、食物の生産等にかかわる人々への感謝する心をもつ。 感謝の心 

５ 食事のマナーや食事を通じた人間関係形成能力を身に付ける。 社会性 

６ 各地域の産物、食文化や食にかかわる歴史等を理解し、尊重する心をもつ。 食文化 

＜出典：文部科学省「食に関する指導の手引―第一次改訂版―」より抜粋＞ 

 

２．中学校完全給食の喫食形態 

 

中学校完全給食の実施に向け、平成 25 年 12 月に、市立中学校全 51 校の１学年

のうち１クラス、市立小学校各区 2 校（計 14 校）の６学年のうち１クラスに在籍

する児童生徒及びその保護者を対象として実施した「中学校における昼食につい

てのアンケート」では、保護者の約８割が「小学校のような給食」を望む一方、

児童生徒の約５割は「家で作った弁当」を望む結果となっています。これは、約

７割の児童生徒が「家で作った弁当は、好みや体調に合わせておかずの内容や分

量を調節できる」と回答していることからこのような結果になったものと考えら
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れますが、一方で「小学校給食で特に身についたこと」との設問に対し、約２～

４割の児童生徒が「栄養や健康のこと」「協力して食事の準備や後片付けをするこ

と」「食事のマナー」「好き嫌いがなくなったこと」と回答していることは、小学

校給食において取り組んだ食育の成果の表れであると考えます。 

このようなことも踏まえ、中学校完全給食においても、給食を生きた教材とし

て活用できること、統一的な食育の指導が可能となること、共食・共同作業によ

る食育の推進が図られることなどから、「全員喫食」を原則とします。 

学校給食における食物アレルギーを有する生徒への対応については、「学校生活

管理指導表（アレルギー疾患）」により、医師の診断をもとに、使用する食材の原

材料等の詳細な情報を提供し、アレルギー物質を含む食品に関する表示が義務づ

けられている特定原材料７品目（「アレルギー物質を含む食品に関する表示の対

象」の表参照）の除去等に努めます。 

また、食物アレルギーを有する生徒等については適切な対応が求められるため、

給食での対応が困難な場合には家庭からのお弁当を持参していただくなど、個別

に配慮することとします。 

なお、中学校完全給食の実施を機に、平成 16 年度から実施している「中学校ラ

ンチサービス事業」については、廃止することとします。 

  

     アレルギー物質を含む食品に関する表示の対象（消費者庁） 

表示義務づけ 特定原材料７品目 

卵、小麦、そば、落花生、乳、えび、かに

     ＊本市中学校完全給食では、そば、落花生は使用しない予定です。 

 

３．安全・安心・良質な食材の確保 

 

安全・安心・良質な食材の確保については、川崎市立学校の学校給食事業の充

実発展とその運営の円滑適正を図ることを目的に昭和 33 年に設立され、食材の規

格基準や原材料の産地、加工食品のアレルギー物質の内容、遺伝子組換え等の確

認及び納入された食材の細菌検査等を実施し、現在、市立小学校及び市立特別支

援学校 116 校約７万７千食分の安全・安心・良質な食材を安定供給している実績

がある公益財団法人川崎市学校給食会を活用します。 

また、食育推進に資するよう、市内産・県内産といった地産地消に配慮した食

材の調達・使用を進めます。 

 

４．中学校完全給食の食器の形態等 

 

食器については、「安全性の確保」、「多様な献立への対応」、「取扱いのしやすさ」、

「経済性」の観点を重視するとともに、食事マナーや共同作業による食育、望ま

しい食習慣の形成等の観点から、本市中学校完全給食では、小学校給食と同様の
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セパレート型の食器を使用することとします。 

さらに中学生の自己管理能力をはぐくむ等の食育の観点から、本市中学校完全給

食で使用する箸（はし）等については、各家庭から持参すること（いわゆる「マ

イ箸」）とします。 

 

５．中学校完全給食の提供方法等 

 

（1）給食提供方法 

国の「学校給食衛生管理基準」では、調理場は、二次汚染防止の観点から、食

材の検収室、食品の保管室、下処理室等の「汚染作業区域」、調理室、配膳室等の

「非汚染作業区域」、及び更衣室、休憩室、調理員専用便所、前室等の「その他の

区域」に部屋単位で区分すること、洗浄室は別途区分すること、検収、保管、下

処理、調理及び配膳の各作業区域並びに更衣休憩に充てる区域及び前室に区分す

るように努めること、とされています。 

さらに、食品の保管室は、専用であること、衛生面に配慮した構造とし、食品

の搬入及び搬出に当たって、調理室を経由しない構造及び配置とすること、外部

からの汚染を受けないような構造の検収室を設けることなど、詳細に定められて

います。 

そのため、中学校完全給食の実施に当たっては、生徒に安全・安心で良質な学

校給食を提供するために、これらの衛生管理基準等を考慮した広さ・規模を有す

る調理場を設置することが必要となります。 

このことを踏まえると、中学校完全給食を「自校方式」、「小学校から中学校へ

給食を配送する親子方式」又は「中学校から中学校へ給食を配送する親子方式」

により実施するには、多くの学校で衛生管理可能な十分なスペースの確保等が困

難な状況であるため、結果として運動場に調理場を整備するか、又は大規模な改

修を行わざるを得ません。その結果、児童生徒の活動場所が非常に制限されるこ

ととなり、教育環境への影響がとても大きくなるとともに、これらの方式は、他

の方式と比べ多くの費用と期間を要することが見込まれる（「給食提供方法ごとの

事業費用の試算」参照）など、本市においては困難な状況にあると考えます。 

したがって、本市特有の細長い地形等を考慮し、限られた市有地を最大限に活

用して、センター方式により調理場を３箇所整備するとともに、学校との調整も

踏まえ、小学校との合築校である東橘中学校及びはるひ野中学校においては合築

校舎内の調理場を活用し、教育活動に支障を及ぼさない犬蔵中学校及び中野島中

学校においては同校の敷地内に調理場を設置することにより、生徒数の推計に基

づく食数約３万３千食(全 52 校)を確保し、本市中学校完全給食を早期に実施いた

します。 

種類 

食器（セパレート型） ランチプレート 弁当箱 
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※配送区は現時点での想定です。今後、学校ごとの具体的な配送計画策定の中で、変更となる可能性があります。 

 

 

【給食提供方法ごとの事業費用の試算】 

（中→中） （小→中） (食缶配送) (弁当箱配送)

約１５０億円 約１４０億円 約１９０億円 約１４０億円 約２０億円 約４０億円

（約５２億円） （約４７億円） （約５８億円） （約５２億円） （約２０億円） （約４０億円）

約６１０億円 約６１０億円 約６６０億円 約５００億円 約６００億円 約５９０億円

約７６０億円 約７５０億円 約８５０億円 約６４０億円 約６２０億円 約６３０億円合　　計

センター方式
民設民営方式

①施設整備費等

（一般財源）

②30年間の維持管理・運営費

自校方式
親子方式

 

（備考）・本市の中学校全 52校のうち、小学校との合築校である東橘中学校・はるひ野中学校を除く 50校を対象 

・提供対象については、今後 5 年間の推計ピーク時の生徒数と教職員数を合わせて、約 32,500 人（全員

喫食） 

・6 種類の給食提供方法について、単一の方式により実施したと仮定した場合のそれぞれの施設整備費と

事業期間 30年間の維持管理運営費を試算 

・食材費は全額保護者負担のため、事業費用の試算に含まない 

    ・各方式の検討に当たっては、食数の提供に必要な施設における費用について計算を行っており、事業用

地の確保、スペースの対応の可否等については考慮していない 

 

（参考） 

 

名称 （仮称） 

南部学校給食センター 

（仮称） 

中部学校給食センター 

（仮称） 

北部学校給食センター 

計画位置 幸区南幸町 3 丁目 149 番 2

（南部市場北側用地） 

中原区上平間 1700 番 8他

（平間配水所上平間管理

公舎用地） 

麻生区栗木 2 丁目 8番 3 

（マイコンシティ事業用

地〈関連施設地区〉） 

敷地面積 約 8,700 ㎡ 約 7,200 ㎡ 約 2,700 ㎡ 

調理能力 約 15,000 食/日 約 10,000 食/日 約 6,000 食/日 

想定配送

区 

川崎区・幸区・高津区・宮

前区 

中原区・高津区・宮前区・

多摩区 

多摩区・麻生区 

学校給食センターの主な諸室・機能（３センター共通） 

検収室、前室、納米室、炊飯室、炊飯盛付室、ボイラー室、野菜上処理室、野菜下処理室、食品庫、

泥落し室、魚肉下処理室、調理室、和え物室、アレルギー食専用調理室、配送前室、洗浄室、残菜処

理室、回収前室、コンテナ室、備品庫、事務室等 

自校方式 

 

市が各学校の敷地内に調理場を設置し、当該調理場において自校分の給食を調理す

る方式。本市立小学校は、当該方式で実施 

親子方式 自校内に調理場を持つ学校（親校）が、調理場を持たない学校（子校）の分の給食

も調理し、親校から子校へ配送する方式 

センター方式 

 

市が市有地等に大規模な調理場を設置し、当該調理場で調理した給食を、複数の学

校へ配送する方式 
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（2）民間活力を活かした効率的な手法 

 これまでの事業手法の検討により、民設民営方式については、事業者による市

内事業用地の確保や資金調達が極めて難しいと考えられること、ハード面も含め

「安全・安心」という観点からの市によるモニタリング機能が働きづらいこと等

の課題があることから、本市の中学校完全給食の実施手法としては、困難である

ものと考えます。 

学校給食センターの整備に当たり実施した事業手法検討調査で公設民営とＰＦ

Ｉ方式の比較を行い、財政負担の軽減及び平準化、事業の安定的な実施について

等の検討を行った結果、業務を包括化した性能発注により民間ノウハウが活用で

き、サービスの向上、費用削減が期待できること、民間資金の活用により財政負

担の平準化が図れること、施設整備に当たり国からの交付金の適用が可能である

こと、運営期間中も施設が市の所有物となるため、施設・設備面に対しても市の

関与が容易なこと等から、民間活力を活かした効率的な手法として、ＰＦＩ（Ｂ

ＴＯ）方式を事業スキームとして実施するものとします。 

なお、犬蔵中学校及び中野島中学校及び東橘中学校については、市立小学校及

び市立特別支援学校で導入実績のある公設民営方式として実施し、また、はるひ

野中学校については、既存のＰＦＩ事業契約に中学校給食を含めて実施するもの

とします。 

（参考） 

公設民営方式 市が、各学校の敷地内に調理場を設置し、又は市有地等に大規模な調理場を設置し、民間

事業者に調理業務等を委託して給食事業を行う方式 

・本市の小学校・特別支援学校 116 校のうち、47校で実施（平成 26年 4月現在） 

ＰＦＩ方式 公共施設等の建設、維持管理、運営等を、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し

て行う方式。「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（ＰＦＩ

法）に基づき実施される。 

・政令市では、仙台市、千葉市、福岡市の学校給食センターで採用。本市では、はるひ野

小中学校で採用 

・運営期間中及び運営期間後の施設の所有者により、ＢＴＯ（運営期間中、運営期間後と

もに市が所有）、ＢＯＴ（運営期間中は民間事業者、運営期間後は市が所有）、ＢＯＯ（運

営期間中、運営期間後ともに民間事業者が所有）の３種類に分けられる。 

民設民営方式 市は民間事業者に調理業務等を委託し、当該民間事業者は自社が有する調理場において、

調理業務等を請け負い、給食事業を行う方式。弁当箱で配送する都市が多いが、食缶で配

送する事例もある。 

・政令市では、相模原市、新潟市、静岡市、名古屋市、京都市、大阪市、広島市（弁当箱）

・甲府市、武蔵村山市（食缶） 

 

６．中学校完全給食の開始時期  

  

多くの市民の皆様から中学校完全給食の早期実現が望まれていることから、平成

28 年度中に全校において完全給食を実施いたします。 
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具体的な開始時期については、施設・設備の整備状況や学校運営の状況等を踏ま

え検討します。 

また、各中学校の状況や本格実施に向けた整備状況等を踏まえ、中学校完全給食

の試行実施についても引き続き検討します。 

 

７．中学校完全給食の給食費の額  

  

   学校給食法第 11 条では、学校給食の実施に必要な施設整備及び学校給食の運営

に要する経費等は原則市の負担とし、それ以外の学校給食に要する経費（食材費等）

は保護者の負担とされています。 

給食費の額については、中学生の学校給食摂取基準や本市の小学校・特別支援学

校の給食費の額、他都市の状況、社会経済情勢等を総合的に勘案し、今後、献立の

内容と併せ決定していきます。 

平成26年5月現在　中学校完全給食実施政令市

都市名 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 相模原市 新潟市

基礎月額(円) 4,600 ― 4,800 4,500 4,600 5,741

１食単価(円) 290.45
自炊：285.00
委炊：290.00

298.00 290.00
280.00

デリ：300.00
335.92

都市名 静岡市 浜松市 名古屋市 京都市 大阪市 岡山市

基礎月額(円) 4,860 ― 4,300
自炊：5,200
委炊：5,600

― ―

１食単価(円) 297.00 314.00
278.23

デリ：329.60

自炊：290.35
委炊：312.69
デリ：290.00

300.00 316.21

都市名 広島市 北九州市 福岡市 熊本市

基礎月額(円) ― 4,900 4,600 ―

１食単価(円) 265.00 288.00 266.31 295.00

＊　自炊：自校炊飯、委炊：委託炊飯、デリ：デリバリー

＊  本市特別支援学校…中学・高等部　月額4,850円　1食290円  

 

８．今後のスケジュール等 

  

  今後の主なスケジュールは次のとおりです。なお、本実施方針に示す各事項のほ

か、調理から喫食までの安全確保、給食実施に係る配膳・運搬の方法、本市の特色

を活かした給食や給食時間の在り方などの課題については、引き続き検討を進めて

まいります。   

  平成 26 年 10 月～ 中学校完全給食実施に向けた取組の推進 

 （ＰＦＩ法に基づく各種手続きの実施等） 

平成 27 年度 同上 

平成 28 年度 中学校完全給食の実施 

（参考） 



■学校給食センターの整備・運営におけるＰＦＩ手法の導入について　① 

川崎市立中学校完全給食実施方針 事業スキームの検討

◎ 中学校完全給食の提供方法について

安全・安心で良質な学校給食を提供するために、国の「学校給食衛生管理基準」等を考慮した広さ・規模を有す

る調理場を設置することが必要となる。

このため、「自校方式」や「親子方式」により実施するには、多くの学校で衛生管理可能な十分なスペースの確保

等が困難な状況であり、教育環境への影響がとても大きくなるとともに、これらの方式は、他の方式と比べ多くの費

用と期間を要することが見込まれるなど、本市においては困難な状況にある。

したがって、本市特有の細長い地形等を考慮し、限られた市有地を最大限に活用して、センター方式により調理

場を３箇所整備するとともに、学校との調整も踏まえ、小学校との合築校である東橘中学校及びはるひ野中学校

においては合築校舎内の調理場を活用し、教育活動に支障を及ぼさない犬蔵中学校及び中野島中学校において

は同校の敷地内に調理場を設置することにより、生徒数の推計に基づく食数約３万３千食(全５２校)を確保する。

◆学校給食センターにおける必要な業務内容

◆各業務内容における民間活用の可能性の検討

民間活用する業務の検討内容

・給食事業は行政関与が必要

 
× 「民間提供型」

（民営化）

・給食事業は、生徒の健康に

大きな影響

・アレルギー対応など生徒の

命に直結することもあり、

責任主体は民間ではなく

行政である必要
 

× 「民間主導型」

（民設民営等）

 
◎ 「民間活用型」

（公設民営・ＰＦＩ・業務委託）

項目 業務内容 行政の関与度

安全かつ継続的
なサービスの提
供とサービスの

質の向上

経済性の確保 民間活用

献立の作成 直接実施 - - ×

食数の管理 直接実施 - - ×

調理
直接実施する必
要はない

○ ○ ○

配缶
直接実施する必
要はない

○ ○ ○

配送・回収
直接実施する必
要はない

○ ○ ○

配膳
直接実施する必
要はない

○ ○ ○

食器・食缶の洗
浄・消毒・保管

直接実施する必
要はない

○ ○ ○

残さ及び厨芥の
処理

直接実施する必
要はない

△ △ △

給食費の徴収 直接実施 - - ×

保守管理・修繕
直接実施する必
要はない

○ ○ ○

備品の管理・更
新

直接実施する必
要はない

○ ○ ○

体制の構築

給食事業の実施

■本事業における考え方
・業務の包括化 運営事業者の早期からの参画による市のノウハウの補完、業務の一括化によるコスト削減、事業の早期

実施が期待できること等から、設計・建設・維持管理・運営を一括して発注する。

・財政負担の軽減 学校給食センター３箇所同時に進めること、また、配膳室整備や給食受発注システムの構築など、多額

な初期投資を要する。このため、本市の財政状況を踏まえ、財政負担の軽減及び平準化を図る必要がある。

・事業の安定的な実施 学校給食は安定的に継続して実施されるものであり、本市に実績の無い学校給食センターの整備・運営に

おいては、的確なモニタリング体制の構築が必要である。

平成２６年１０月２９日

中学校給食推進室
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【事業スキームの評価】

民間活力を活かした効率的な手法については、他都市でも給食センターの整備に当たり導入事例が多いＰＦＩ方式や市立小学校

及び市立特別支援学校で導入実績のある公設民営方式を基本として事業手法検討調査を進めてきた。

その結果、業務を包括化した性能発注により民間ノウハウが活用でき、サービスの向上、費用削減が期待できること、民間資金

の活用により財政負担の平準化が図れること、施設整備に当たり国からの交付金の適用が可能であること、運営期間中も施設が

市の所有であるため、施設・設備面に対しても市の関与が容易なこと等から、ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式を事業スキームとして実施するもの

とする。

【財政負担の軽減及び平準化の検討】
PFI（BTO） PFI（BOT） PFI（BOO） DBO

○業務を包括化した性能発注によ
り、民間ノウハウが活用でき、サービ
スの向上、費用削減が期待できる。

○業務を包括化した性能発注によ
り、民間ノウハウが活用でき、サービ
スの向上、費用削減が期待できる。

○業務を包括化した性能発注によ
り、民間ノウハウが活用でき、サービ
スの向上、費用削減が期待できる。

○業務を包括化した性能発注によ
り、民間ノウハウが活用でき、サービ
スの向上、費用削減が期待できる。

○15年間という長期間を通じ、運営
事業者にノウハウが蓄積される。

○15年間という長期間を通じ、運営
事業者にノウハウが蓄積される。

○15年間という長期間を通じ、運営
事業者にノウハウが蓄積される。

△調理委託の長期継続契約が５年
であるため、運営事業者が５年で交
替する可能性がある。５年以上の債
務負担行為の設定は理由が困難。

財 政 平 準
化

○初期投資部分を含めた平準化が
可能である。

○初期投資部分を含めた平準化が
可能である。

○初期投資部分を含めた平準化が
可能である。

△初期投資部分のうち起債充当分
は平準化が可能であるが、一部一
般財による初年度負担が過大とな
る。

補 助 金 の
適用

○補助金の適用が可能である。
△補助金の適用が受けられない可
能性がある。

×補助金の適用ができない。 ○補助金の適用が可能である。

△一般に資金の調達に係る金利が
市債の金利よりも高くなる。

△一般に資金の調達に係る金利が
市債の金利よりも高くなる。

△一般に資金の調達に係る金利が
市債の金利よりも高くなる。

△SPC設立・運営に係る費用が必要
である。

△SPC設立・運営に係る費用が必要
である。

△SPC設立・運営に係る費用が必要
である。

△固定資産税、不動産取得税の対
象となる。

△固定資産税、不動産取得税の対
象となる。

評価 ○ △ × ○

【事業の安定的な実施の検討】
PFI（BTO） PFI（BOT） PFI（BOO） DBO

○ＰＦＩ法に基づき定型的に進めるこ
とができる。

○ＰＦＩ法に基づき定型的に進めるこ
とができる。

○ＰＦＩ法に基づき定型的に進めるこ
とができる。

△事業スキームの構築・公募に際
し、市側の負担が大きい。

○市と事業者の関係において、責
任の所在がSPCに一本化される。

○市と事業者の関係において、責
任の所在がSPCに一本化される。

○市と事業者の関係において、責
任の所在がSPCに一本化される。

△契約が複雑となり、市と事業者の
関係において、責任の所在が曖昧
になる可能性がある。

○価格の変更ルール、サービスの
質に対するペナルティ等が契約書
上で明確に整理される。

○価格の変更ルール、サービスの
質に対するペナルティ等が契約書
上で明確に整理される。

○価格の変更ルール、サービスの
質に対するペナルティ等が契約書
上で明確に整理される。

△維持管理・運営に係る事業者との
契約は長期継続契約となるため、定
期的に事業者の再公募が行われ
る。

○金融機関によるモニタリングが働
く。

○金融機関によるモニタリングが働
く。

○金融機関によるモニタリングが働
く。

△長期に渡る契約となり、また、契約
変更に議会の議決が必要となるた
め、契約変更に伴う作業が多くなる

△長期に渡る契約となり、また、契約
変更に議会の議決が必要となるた
め、契約変更に伴う作業が多くなる

△長期に渡る契約となり、また、契約
変更に議会の議決が必要となるた
め、契約変更に伴う作業が多くなる

緊 急 時 の
対応等

○運営期間中も施設が市の所有と
なるため、施設・設備面に対し市の
関与が容易である。

×運営期間中は施設が事業者の所
有となるため、施設・設備面に対し
市の関与が難しい可能性もある。

×運営期間中は施設が事業者の所
有となるため、施設・設備面に対し
市の関与が難しい可能性もある。

○運営期間中も施設が市の所有と
なるため、施設・設備面に対し市の
関与が容易である。

事 業 期 間
終 了 時 の
取り扱い

○施設は市の所有である。 ○施設は市の所有である。
×施設は市の所有でないため、事
業者の意向次第では継続的なサー
ビスが担保されるか不明である。

○施設は市の所有である。

評価 ◎ ○ × ○

民間ノウハ
ウの活用

他 の ス
キームと比
較 し た 場
合 の 追 加
費用等

△運営について５年毎に契約の更
新が必要であり、公募・契約に係る
費用等が生じる。

発注・モニ
タリング



■学校給食センターの整備・運営におけるＰＦＩ手法の導入について ② 

学校給食センターＰＦＩ方式 事業概要 ＶＦＭの検証

【（仮称）南部学校給食センター ＶＦＭ算定結果】

【（仮称）中部学校給食センター ＶＦＭ算定結果】

【（仮称）北部学校給食センター ＶＦＭ算定結果】

・本検討では、従来手法により事業を実施した場合とＰＦＩ（ＢＴＯ）方式による場合とのコスト比較を行った。

・ＰＦＩ方式についての事業形態はサービス購入型、事業方式が起債を入れたＢＴＯ方式を検討対象とする。

・コスト比較を行うにあたり、はじめにコスト比較の基準となる従来方式における事業期間内の市の総負担額（ＰＳＣ）を算定し、

次にＰＦＩ方式における市の総負担額（ＬＣＣ）を算定して、ＶＦＭ（Value For  Money）を試算した。その結果、下記のとおり

３施設ともにＰＦＩ（ＢＴＯ） 方式によりＶＦＭが期待できる結果となった。

平成２６年１０月２４日

中学校給食推進室

資料２－②

箇所 概要

（仮称）南部学校給食センター
南部市場北側用地

・調理能力：１日当たり１５，０００食
・地上２階、Ｓ造
・敷地面積：約８,７００㎡、延床面積：４，９００㎡程度

（仮称）中部学校給食センター
平間配水所上平間管理公舎用地

・調理能力：１日当たり１０，０００食
・地上２階、Ｓ造
・敷地面積：約７,２００㎡、延床面積：４，３００㎡程度

（仮称）北部学校給食センター
マイコンシティ事業用地〈関連施設地区〉

・調理能力：１日当たり６，０００食
・地上３階、Ｓ造
・敷地面積：約２,７００㎡、延床面積：２，５００㎡程度

項　　目

・食器・食缶等調達業務

・配膳業務

・交付金申請支援業務

内　　容

事業範囲

①本施設の設計及び建設に関する業務

・調査業務

・設計業務

・準備工事業務、・建設工事業務

・調理設備調達・搬入設置業務

・施設備品等調達業務

・工事監理業務

・施設所有権移転業務

・献立作成、食材検収補助業務

・調理業務（炊飯、アレルギー対応食の調理、下処理業務及び配缶業務含む。）

・衛生管理業務

・配送・回収業務

・上記に伴う各種申請等業務

②　本施設の開業準備業務

③　本施設の維持管理に関する業務

・建築物、建築設備、附帯施設（外構等）等保守管理業務

・調理設備、食器食缶等、施設備品等保守管理業務

・清掃業務、警備業務

事業方式

・ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式

　　土地　：　川崎市有地を無償貸与（設計・建設期間中）

　　建物　：　施設完成後所有権を川崎市へ移転

資金調達
（施設整備）

市　　国からの交付金、一般財源、起債により調達

民間　資本金、民間借入、サービス購入料（一時支払）

・洗浄等業務

・施設備品等調達業務（配送車輌の調達業務及び維持管理業務を含む。）

・上記に伴う各種申請等業務

事業期間

・設計・建設期間　１年８か月

・開業準備期間　２か月

・維持管理・運営期間　１５年２か月

・上記に伴う各種申請等業務

④　本施設の運営に関する業務

備考

15,644,614 千円 15,403,345 千円
事業費総額－交付金

0 千円 5,826 千円
法人市民税相当額

15,644,614 千円 15,397,519 千円
市支出額（交付金控除後）－市収入額

12,607,489 千円 12,138,334 千円
従来手法市負担額（現在価値換算）＝ＰＳＣ
ＰＦＩ市負担額（現在価値換算額）＝ＰＦＩＬＣＣ

－ 469,155 千円
ＰＳＣ－ＰＦＩＬＣＣ

－ 3.72%
削減額／ＰＳＣ

市支出額 （交付金控除後）

市収入額

市負担額 （市支出－市収入）

市負担額 （現在価値換算）

削減額

VFM　

PFI （BTO）従来手法

備考

12,351,573 千円 12,159,256 千円
事業費総額－交付金

0 千円 2,676 千円
法人市民税相当額

12,351,573 千円 12,156,580 千円
市支出額（交付金控除後）－市収入額

9,951,342 千円 9,583,539 千円
従来手法市負担額（現在価値換算）＝ＰＳＣ
ＰＦＩ市負担額（現在価値換算額）＝ＰＦＩＬＣＣ

－ 367,803 千円
ＰＳＣ－ＰＦＩＬＣＣ

－ 3.70%
削減額／ＰＳＣ

市支出額 （交付金控除後）

市収入額

市負担額 （市支出－市収入）

市負担額 （現在価値換算）

削減額

VFM　

PFI （BTO）従来手法

備考

8,232,050 千円 8,125,143 千円
事業費総額－交付金

0 千円 2,208 千円
法人市民税相当額

8,232,050 千円 8,122,935 千円
市支出額（交付金控除後）－市収入額

6,628,302 千円 6,405,253 千円
従来手法市負担額（現在価値換算）＝ＰＳＣ
ＰＦＩ市負担額（現在価値換算額）＝ＰＦＩＬＣＣ

－ 223,049 千円
ＰＳＣ－ＰＦＩＬＣＣ

－ 3.37%
削減額／ＰＳＣ

市支出額 （交付金控除後）

市収入額

市負担額 （市支出－市収入）

市負担額 （現在価値換算）

削減額

VFM　

PFI （BTO）従来手法

平成２６年１０月２９日

中学校給食推進室
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 １  

川崎市立中学校完全給食実施方針（素案）に対する 

パブリックコメント手続の実施結果について 

 

１ 概要 

安全・安心で温かい中学校完全給食の実施に向けて、本市における中学校給食のあり方、実施手法、

導入時期等について「川崎市立中学校完全給食実施方針（素案）」として取りまとめ、広く市民の皆様

の御意見を募集しました。 

  その結果、182 通（意見総数 427 件）の御意見をいただきましたので、御意見の内容及び御意見に対

する本市の考え方を次のとおり公表いたします。 

 

２ 意見募集の概要 

題名 川崎市立中学校完全給食実施方針（素案） 

意見の募集期間 平成 26 年８月 29 日（金）～平成 26 年９月 29 日（月）（32 日間） 

意見の提出方法 電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参 

意見募集の周知方法 ・本市ホームページへの掲載 

・市政だより（９月１日号）への掲載 

・各区役所、支所及び出張所 

・かわさき情報プラザ（市役所第３庁舎２階） 

・各市民館、図書館 

・教育委員会事務局中学校給食推進室（明治安田生命川崎ビル 10 階） 

・市立小・中・特別支援学校（高等部を除く）に在籍する児童生徒を通じ

て、保護者あてに案内を配布 

結果の公表方法 ・本市ホームページへの掲載 

・各区役所、支所及び出張所 

・かわさき情報プラザ（市役所第３庁舎２階） 

・各市民館、図書館 

・教育委員会事務局中学校給食推進室（明治安田生命川崎ビル 10 階） 

 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） 182 通(427 件) 

内訳 電子メール 71 通(177 件) 

 ＦＡＸ 82 通(188 件) 

 郵送 15 通( 39 件) 

 持参 14 通( 23 件) 
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４ 御意見の内容と対応 

   パブリックコメント手続の実施により、「川崎市立中学校完全給食実施方針（素案）」の趣旨に沿

った御意見、今後の取組を推進する中で参考とさせていただく御意見、方針に対する質問・要望など

の御意見がありましたことから、素案を基本として「川崎市立中学校完全給食実施方針」を策定しま

す。 

 

【御意見に対する市の考え方の区分】 

Ａ 御意見の趣旨を踏まえ、方針に反映させるもの 

Ｂ 御意見の趣旨が既に方針に反映されているもの 

Ｃ 御意見の趣旨を踏まえ、今後検討するもの 

Ｄ 方針に対する質問・要望であり、方針の内容を説明・確認するもの 

Ｅ その他 

 

【意見の件数と対応区分】 

項      目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

（１）「方針」全般に関すること  68 １ ５  74 

（２）学校給食を活用した食育の推進に関すること  10 74 40  124 

（３）喫食形態に関すること  ４ ４ 12  20 

（４）安全・安心・良質な食材の確保に関すること  17  1  18 

（５）食器の形態等に関すること    21  21 

（６）実施手法に関すること  ４ 10 111  125 

（７）開始時期・スケジュールに関すること    ２  ２ 

（８）給食費の額に関すること   ２   ２ 

（９）その他    41  41 

合      計  103 91 233  427 

 

※「具体的な意見の内容と市の考え方」については、意見要旨において、同様の意見を集約することによ

り、全 92の意見要旨にまとめ、これに対する本市の考え方を示したものです。 
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具体的な意見の内容と市の考え方【詳細】 

 

（１）「方針」全般に関すること（74 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

１ 

・中学校給食の提供は子どもたちの心身の

成長にとても大切であると考えますので賛

成です。安心、安全な給食を望みます。 

（同様意見他３件） 

安全・安心で温かい中学校完全給食の早

期実施に向けた取組を推進してまいりま

す。 
Ｂ 

２ 

・中学校給食の実施を本気で進めて下さり、

ありがとうございます。親としては、とて

もありがたいものです。センター式でも自

校式でもどちらでもかまいません。安全性

については、しっかりと配慮されているも

のと信頼しています。 

Ｂ 

３ 

・子どもの栄養のバランスの為にも、みん

なで同じものを食べ楽しい給食の時間を過

ごさせてあげたいです。 

（同様意見他２件） 

Ｂ 

４ 

・中学校の給食は完全に対応すべきです。

やはり衛生的にも栄養バランス的にも給食

がよいです。夏は腐らないものだけをお弁

当に入れます。どうしても栄養が偏ります。

また、働いている女性も増えています。正

直お弁当はつらいです。しっかり働いてさ

らに、家事が増えるとなるとやはり最低限

しか働かなくなります。働くことにより納

税にもつながります。 

・中学校給食に向けて尽力されたこと、と

てもありがたく思っています。働いている

保護者としてもとても助かります。 

（同様意見他 11 件） 

Ｂ 

５ 

・中学生にとって昼食は小学生以上にカロ

リーも栄養も必要と思います。お母さんの

手作りの弁当もいいのですが、夏など、腐

るのが心配です。温かい給食をという、川

崎市の中学校給食の基本方針は、本当にあ

りがたい話です。 

（同様意見他２件） 

Ｂ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

６ 

・中学校給食の実施は、多くの生徒や保護

者が待ち望んでいたことだと思います。 

・安全、安心にという視点、十分理解でき

た。いち早い実現を望んでいます。 

・中学校の完全給食に関して賛成しており

ます。 

・子を持つ親の立場からも、中学校給食が

導入されることは歓迎です。子どもの成長

で大事な時期に、バランスの取れた温かい

給食が全ての子どもに保障されることは必

要です。 

（同様意見他 25 件） 

安全・安心で温かい中学校完全給食の早

期実施に向けた取組を推進してまいりま

す。 

Ｂ 

７ 

・中学校給食は子育て中の親子にとって「希

望」です。やっと実現の運びとなってうれ

しく思います。これから子どもたちは「給

食の時間が一番楽しかった」と生涯の思い

出に残ることになるでしょう。 

・現在の小学校給食に限りなく近づけられ

るよう配慮された方針だと思い嬉しいで

す。計画通り、早期に必ず実現できるよう

強く希望します。 

（同様意見他５件） 

Ｂ 

８ 

・全国的に行われている中学校給食におい

て、様々な課題や問題が聞こえてきます。

川崎市の中学校給食が、児童生徒にとって

最幸の形となるよう取組をお願いします。

（同様意見他４件） 

Ｂ 

９ 
・親も子どもも先生もみんなが「給食にな

ってよかった」と思えるものとすること。
Ｂ 

10 

・給食を提供すれば、雇用に繋がります。

市も雇用へ貢献できます。 

中学校完全給食の実施により、新たに、

様々な事業者が関わることになりますの

で、地域の活性化にも寄与するものと考え

ております。 

Ｂ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

11 

・市は生徒にとって給食を実施するにあた

り何が一番大切なのか。子どもの立場にな

り、考えるべき。 

中学校完全給食を実施することにより、

さらなる食育の充実が図られること、育ち

盛りの生徒にとって栄養バランスがあり、

安全・安心で温かい食事をとることができ

ることなどの様々な効果が得られるものと

考えておりますので、早期実施に向け取組

を推進してまいりたいと考えております。

Ｂ 

12 

・実施後は保護者、生徒にアンケートを募

り様々な意見に耳を傾けて頂けたら嬉しく

思います。 

 中学校完全給食の実施による効果の検証

や課題把握のためにも、様々な御意見を伺

ってまいりたいと考えています。 

Ｃ 

13 

・以前行われたアンケートで、子どもたち

は給食よりお弁当を望んでいるという結果

がありました。川崎市は子どもの権利を尊

重する施策をしているので、子どもの意見

も取り入れるべきだと思います。 

中学校完全給食の実施に向け、平成 25年

12 月に市立中学校全 51 校の１学年のうち

１クラス、市立小学校各区２校（計 14校）

の６学年のうち１クラスに在籍する児童生

徒及びその保護者を対象として実施した

「中学校における昼食についてのアンケー

ト」では、保護者の約８割が「小学校のよ

うな給食」を望む一方、児童生徒の約５割

は「家で作った弁当」を望む結果となって

います。これは、約７割の児童生徒が「家

で作った弁当は、好みや体調に合わせてお

かずの内容や量を調節できる」と回答して

いることからこのような結果になったもの

と考えられますが、一方で「小学校給食で

特に身についたこと」との設問に対し、約

２～４割の児童生徒が「栄養や健康のこと」

「協力して食事の準備や後片付けをするこ

と」「食事のマナー」「好き嫌いがなくな

ったこと」と回答している事は、小学校給

食において取り組んだ食育の成果の表れで

あると考えます。そのため、中学校完全給

食においても、給食を生きた教材として活

用できること、統一的な食育の指導が可能

となること、共食・共同作業による食育の

推進が図られることなどから、「全員喫食」

を原則としてまいります。 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

14 

・川崎市が進めている素案とは、何の誰の

意見をもととしているのでしょうか。 

 中学校完全給食の早期実現を求める「市

議会の決議」や市民の皆様からの様々な意

見・要望を踏まえて、教育委員会会議にお

いて議論を重ねた結果、中学校においても、

小学校と同様に「完全給食」を実施するこ

とが望ましいとの結論に至り、平成 25年

11 月に「川崎市立中学校給食の基本方針」

を決定しました。本基本方針に基づき、昨

年 12月には「中学校における昼食について

のアンケート」を実施し、保護者の約８割

が小学校のような給食を希望するという結

果が得られました。また、これまで、「教

育委員会会議」、市長、副市長、関係局長

を委員とする「中学校給食推進会議」、市

ＰＴＡ連絡協議会代表、小・中学校長会代

表、職員団体代表等を委員とする「中学校

給食推進連絡協議会」などにおいて、安全・

安心で温かい中学校完全給食の早期実施に

向けた検討を行ってまいりました。今後も

引き続き、平成 28 年度中の全校実施に向け

た取組を進めてまいります。 

Ｄ 

15 

・全国で実施されてきた給食も、近年では、

アレルギーや異物混入、食中毒、食品偽造

など様々な問題に困惑しているが、一度導

入してしまえば後戻りはできない。導入に

はもっと慎重になるべきだと考える。 

Ｄ 

16 

・素案では、11月に実施方針を決定すると

なっているが、より具体的な方針を提示し

た上で、現在小学生の子を持つ保護者に対

し、説明を行ない、改めて完全給食の賛否

に関するアンケートを実施することを希望

する。 

Ｄ 

17 

・まずはランチサービスの充実からだと思

う。安価で美味しいものが提供できれば、

利用者も増える。希望者のみが頼めるラン

チサービスでさえあまり利用されていない

ということを重視すべきである。 

 教育委員会では、生徒の健康増進と食事

の栄養バランス、学校給食を活用した食育

の推進、他都市の中学校給食の実施状況、

ランチサービス事業の現状と課題などの視

点から議論を重ね、その結果、さらなる食

育の充実が図られるなどのことから、完全

給食を実施することが望ましいとして、川

崎市立中学校給食の基本方針を決定しまし

た。 

 今後とも、安全・安心で温かくおいしい

中学校完全給食の早期実施に向けた取組を

推進してまいります。 

Ｄ 
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（２）学校給食を活用した食育の推進に関すること（124 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

18  

・食と中学生たちがどう関わっていくかと

いう点でも、持たされたものを当たり前の

ように食べるのではなく、その場で作った

ものをその場で配膳して皆でいただくとい

う中学生自ら作業に関わることは、同級生

との共有意識や、生きるために必要な知恵

や経験を得る貴重な学習・ライフワークに

なるとも思います。 

・中学校で給食を実施することは、望まし

い食習慣を身につけさせることと、食に関

する指導を効果的に行う目的として大変効

果的だと思います。具体的にどう実施する

かは様々だと思いますが、求めたい事は温

かい料理（特に汁物）の提供と食缶での提

供（配膳等の実施）の二つです。 

（同様意見他４件） 

 中学校完全給食につきましては、平成 25

年 11 月に決定された「川崎市立中学校給食

の基本方針」に基づき、安全・安心で温か

い中学校完全給食の早期実施に向けた取組

を推進してまいります。そして、本市小学

校給食と同様に、食缶から食器へ配膳する

形態とし、給食の準備、片付け等の共同作

業や同じ食事を一緒に食べる「共食」によ

る食育、教科や特別活動等と関連させた食

育など、食育のさらなる充実を図ってまい

ります。 

Ｂ 

19  

・温かい給食を提供するとともに、心身の

発達が非常に盛んな中学生にとって、栄養

のバランスとカロリーの摂取につきまして

は非常に重要なことです。コスト課題先行

の給食とならないよう、おいしく栄養等に

配慮された給食となるようお願いします。

 学校給食の役割として、「栄養バランス

のとれた豊かな食事を提供することによ

り、健康の増進、体位の向上を図る」こと

があります。中学校完全給食が子どもたち

の心身の健全な発達に資するよう、安全・

安心で温かい給食の提供に努めてまいりま

す。 

Ｂ 

20 

・“いただく”ということに感謝しなくて

はなりません。動物、植物に感謝、生産さ

れている方に感謝、調理をする方に感謝、

様々なことに感謝する心を育てて欲しいと

思います。 

 食に関する指導の目標の一つに、「食物

を大事にし、食物の生産等にかかわる人々

へ感謝する心をもつ」ということがありま

す。中学校完全給食におきましても、この

ようなさらなる食育の充実に取り組んでま

いります。 

Ｂ 

21  

・実施方針で「食育」を重要としているな

ら、地産地消で、安心、安全を保障し、お

いしい給食を食べながら、子どもたちが給

食は「食べるお勉強」を実感してこその「食

育」でしょう。給食を通じて川崎の子ども

たちが心豊かに育つ事は未来の川崎がより

良い町となる事を意味します。 

学校給食を活用した食育を進めるために

は、地産地消に配慮し、安全・安心で栄養

バランスの取れたおいしい給食であるとと

もに、教育的な配慮のされた献立内容とす

ることが必要と考えておりますので、「生

きた教材となる献立」による食育を推進し

てまいります。 

Ｂ 



 

 

8 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

22 

・小学校のように教室で配膳するシステム

が良いと思います。小学校で慣れているの

で、子どもたちもとまどうことはないと思

います。量も自分で決められて、忘れるこ

ともない。メニューも栄養面も安心。コン

ビニに行く子もいなくなる。 

学校給食では、準備、会食、後片付けな

どの一連の実践活動を日々継続して行うこ

とにより、子どもたちが正しい食事のとり

方や望ましい食習慣を身につけ、さらに準

備や後片付けなどの共同作業を通して責任

感や連帯感を養うことができるとともに好

ましい人間関係が育つものと考えておりま

す。また、給食を食器に盛り付けることに

より、個人に応じた食事量の調整も可能で

あるものと考えております。調理から喫食

までの安全確保、給食実施にかかる運搬・

配膳方法等につきましては、生徒の安全面

にも考慮した上で、実施までの間に検討し

てまいります。  

Ｂ 

23 

・全校への栄養職員・栄養教諭の配置を望

みます。 

・栄養職員は配置されるのでしょうか。 

・アレルギー対応のための管理栄養士を市

で雇ってほしい。 

（同様意見他 15 件） 

栄養教諭を含む学校栄養職員等の定数に

つきましては、県の基準に基づき定められ

ているところですが、中学校完全給食実施

に伴う学校栄養職員等の具体的な配置につ

きましては、基本方針の「食育の充実」の

観点も踏まえ、実施までの間に検討してま

いります。 

Ｃ 

24 

・川崎市が中学校の完全給食を実施する中

で学校給食用牛乳の容器を紙パックからび

ん牛乳へ変更することを提案する。 

（同様意見他２件） 

牛乳の容器の形態につきましては、今後

実施までの間に検討してまいります。 
Ｃ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

25 

・栄養士さんは必ず入れてもらい栄養バラ

ンスのとれた食事を考えて欲しいと思いま

す。中学生は成長期にも入り、１回の食事

の量も多くなります。食べ盛りに対応した

食事をお願いします。 

・個人的に野菜の入った味噌汁やスープな

どを学校給食で提供いただけるととても魅

力的なのですが、どうなるのでしょうか。

（同様意見他７件） 

中学校完全給食における献立につきまし

ては、文部科学省が示す中学生に必要な学

校給食摂取基準に基づき、市の栄養士が作

成してまいります。献立作成に際しては、

いろいろな食材を使用し、和食や洋食等多

様な献立となるよう工夫してまいります。

Ｃ 

26 

・中学校献立作成の構成メンバーをどのよ

うに想定されていますか。 

（同様意見他５件） 

Ｃ 

27 
・パンも実施しますか。パン組合の対応は

可能ですか。 
Ｃ 

28 

・川崎市民の一体感の象徴となり得る川崎

フロンターレと連携し、寮などで選手に提

供しているメニューを給食の献立で再現。 

Ｃ 

29 
・川崎市内のレストランのシェフと連携し、

シェフ監修メニューの給食での提供。 
Ｃ 

30 

・「味覚の一週間／味覚の授業（農水省・

文科省・在日仏大使館後援イベント）」な

どを参考に、川崎市内レストランの一流料

理人による、給食を活かした「味覚の授業」

の実施。 

Ｃ 

31 

・昼食にかかる時間をどのようにつくり出

すのか。 

・給食導入により、配膳や片付け喫食と今

の昼食時間より多くの時間が費やされると

考えます。子どもたちの課外活動に影響が

出ないような配慮をお願いします。 

（同様意見他６件） 

学校の時程は、その学校の状況に合わせ

て各学校が設定するものですが、学校等の

意見も踏まえながら、準備時間等も含めた

給食時間のあり方について、実施までの間

に検討してまいります。 

Ｃ 

32 

・広い意味での食育として、環境問題も積

極的に取り入れるべきと考えます。 

学校給食を活用した食育の推進に当たり

ましては、環境負荷の低減やリサイクル等

の観点も踏まえ、取り組んでまいります。

Ｃ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

33 

・中学校の教室は、配膳するスペースが無

いので、どこで食事を配膳するのですか。

作ることだけ考えるのではなく、食べる人

の環境もきちんと把握して、子どもたちが

困らないようにして欲しいです。 

（同様意見他１件） 

 教室内における配膳場所の確保方法につ

きましては、各教室ごとに決めていく必要

があります。各他都市でも給食時間には、

机の配置を変えるなど様々な工夫をされて

いますので、今後、実施までの間に検討し

てまいります。 

Ｃ 

34 

・給食が始まったら、給食当番の生徒が着

る「割烹着」は個人持ちにしてください。

小学校では学校が用意してくれたものを皆

で交代で着るので当番が終わった週末に洗

濯してアイロンをかける必要があります。

自分のものであれば洗濯して日光にあてて

乾かすだけで十分清潔になります。中学ま

でアイロンがけが続くとはっきり言って負

担です。 

（同様意見他１件） 

 給食当番の着用する被服につきまして

は、今後、実施までの間に検討してまいり

ます。 

Ｃ 

35 

・給食の会計や、アレルギーの対応を含め

適任な人材を置くべきだと思います。中学

校の教員だけに任せるのは、仕事量から見

てとても重たいものだと思います。 

・食育については、栄養士の指導のもと、

クラス担任など教職員のこれ以上の負担が

増えないようにするべきと思います。 

・傍目から見ても教職員は地域活動、課外

活動と多忙です。料金徴収にかかる時間を

子どもたちとかかわる時間に費やしていた

だきたい。 

（同様意見他 14 件） 

 中学校完全給食の実施に伴う給食費の徴

収、アレルギー対応や食育指導などにつき

ましては、これまでの市立中学校での取組

に加え、市立小学校及び市立特別支援学校

での取組を参考に、より効率的・効果的な

業務の執行方法となるよう、実施までの間

に検討してまいります。 
Ｃ 

36 

・最も大切なのは、メニューの内容だと思

います。子どもたちの健康のために、主食

をすべて米飯にしてください。 

（同様意見他２件） 

中学校完全給食における献立につきまし

ては、文部科学省が示す中学生に必要な学

校給食摂取基準に基づき、市の栄養士が作

成してまいります。献立作成に際しては、

いろいろな食材を使用し、和食や洋食等多

様な献立となるよう工夫してまいります。

Ｃ 

37 

・給食センターの洗剤は、小学校と同じく、

合成洗剤でなく、石けんを使用して欲しい

と思います。 

 調理場で使用する消耗品等につきまして

は、環境負荷の低減やリサイクルの観点も

踏まえ、今後検討してまいります。 

Ｃ 



 

 

11 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

38  

・地産地消と食育はセットにしていいのか。

素案によると、“食育推進に資する為、地

産地消に配慮した食材の調達、使用を進め

る”とあります。月１回ないし週１回、該

当する食材が使用される時に献立表等にア

ピールするのが精一杯なのではなかろう

か。 

地域の産物を学校給食に活用するなどの

工夫をして食に関する指導を行うことは、

教育的効果があるものと考えております。

 学校給食に使用する日々の食材全てを、

市内産・県内産で賄う事は想定しておりま

せんが、関係局等との連携により、供給量

等の状況を踏まえながら、できる限り地

産・地消に配慮した食育を推進してまいり

ます。 

Ｄ 

39  

・季節の食品の献立で調理され、調理士さ

ん、栄養士さんとの交流がある事などから

食育が生まれるのではないでしょうか。 

学校給食を活用した食育を進めるために

は、安全・安心で栄養バランスの取れたお

いしい給食を提供することが大切だと考え

ております。中学校完全給食における食育

指導や給食管理の在り方を踏まえながら、

学校教育全体を通して、体系的・計画的に

食育を推進してまいります。 

Ｄ 

40  

・学校給食を活用した食育の推進とありま

すが、母親の手作り弁当を食べることが、

本来の食育ではないかと思われます。昨今、

一からの手作りではなく、出来合いのもの

で済ませてしまうご家庭も少なくないとは

思います。そんな世の中であるからこそ、

母親の手作り弁当がいかに大事かと思われ

ます。 

 学校給食における食育では、準備、会食、

後片付けなどの一連の実践活動を日々継続

して行うことにより、子どもたちが正しい

食事のとり方や望ましい食習慣を身につ

け、さらに準備や後片付けなどの共同作業

を通して責任感や連帯感を養うことができ

るとともに、好ましい人間関係が育つこと

も目的としております。 

 また、食育は、家庭が中心となって担う

のが理想的ではありますが、近年の社会環

境の変化等により、年々難しくなってきて

いるのではないかと考えております。今後、

家庭との連携による食育推進については、

様々な意見等をいただきながら、検討して

まいります。 

Ｄ 

  



 

 

12 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

41 

・「給食＝牛乳」の慣習を見直して欲しい。

（同様意見他３件） 

 文部科学省の食事状況調査においては、

子どもたちが学校給食のない日はカルシウ

ム不足が顕著であるという結果から、カル

シウム摂取に効果的である牛乳等について

の使用に配慮することとしております。現

在でも中学生に必要なカルシウムを摂取す

るために学校給食では牛乳を提供しており

ますが、中学校完全給食の献立の組み合わ

せでは、牛乳以外の飲み物を使用する場合

もあると考えられますので、今後検討して

まいります。 

Ｄ 

42 

・今後進められていく、施設計画の基本条

件や平面・配置計画、配送・改修計画、食

育・地産地消、環境への配慮、管理運営手

法等の全体的な計画については、小中学校

の校長先生をはじめ、現場で働く全ての職

種の教職員の声を聴き検討して、より良い

ものとなるようにする必要があると思いま

す。 

・給食が始まることで、中学校の先生たち

は本当に大変だと思います。中学校給食と

いう大きな事業を川崎市のものにしていく

ために、中学校との相互の理解が必要だと

考えます。 

・平成 28年度末までの時限的応援体制の

「中学校給食推進室」がそのまま中学校給

食担当課として人員的にも存続することを

願います。 

（同様意見他 21 件） 

 中学校完全給食の実施に伴う各計画進行

の過程においては、学校とも調整を行いな

がら、学校運営の状況や教育環境等につい

て十分に配慮し実施してまいります。中学

校完全給食の実施と食育のさらなる推進に

当たっては、教職員の共通理解とそのため

の体制構築が必要と考えておりますので、

食育指導や給食管理等の在り方を踏まえた

教職員の役割について、今後実施までの間

に検討してまいります。また中学校完全給

食導入後の職員配置、組織整備については、

関係局と協議してまいります。 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

43 

・給食を作ってくれた人にちゃんとお礼を

言えた方がいいと思う。 

（同様意見他１件） 

 小学校においては、給食を作るために多

くの人が携わっていることを知り、感謝す

る気持ちを持つことや食べ物を大切にする

心を育てております。 

 中学校においても、学校給食を通じて、

感謝の心を育むことは大切なことですの

で、小学校で学んできたことを踏まえ、発

達段階に応じた食育の推進が図られるよう

取り組んでまいります。 

Ｄ 

44 

・どんなメニューになるのか、具体的にメ

ニューと内容、栄養価が分かるように公表

してください。 

 献立につきましては、文部科学省が示す

中学生に必要な学校給食摂取基準に基づき

市の栄養士が作成してまいります。献立作

成に際しては、いろいろな食材を使用し、

和食や洋食等多様な献立となるよう工夫し

てまいります。また、家庭配布用献立表に

より献立内容をお知らせするとともに、ホ

ームページにおいても公表してまいりたい

と考えております。 

 中学校完全給食で使用する食材について

は、安全・安心・良質なものを使用してま

いります。 

Ｄ 

45 

・給食を導入するのであれば、和食を基本

としてください。成長期の子どもにはおか

わり自由のごはん、味噌汁、野菜たっぷり

のおかずが必要です。化学調味料は使わず、

本物の出汁を使ってください。 

（同様意見他４件） 

Ｄ 

46 

・小学校給食は野菜の切り方ひとつとって

も、とても工夫されていると聞いている。

１万食以上を作るとなると、粉飾カッター

で切ったり機械で混ぜたりして、丁寧さに

欠ける食事が提供されるのではないか、心

配である。 

 学校給食センターにおいては、本市小学

校と同様の様々な調理機器が設置されるも

のと考えております。それらの機器の効率

的、効果的な使用方法については、献立の

内容に応じて考えてまいります。また、調

理作業は大部分が人の手を介して行われま

すので、給食の提供方式に関わらず、心の

こもったおいしい給食を提供できるよう努

めてまいります。 

Ｄ 
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（３）喫食形態に関すること（20 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

47  

・アレルギー専用調理室があり、７品目の

除去食を作り、提供する事で動いているの

でとても嬉しいです。 

（同様意見他３件） 

食物アレルギーを有する生徒への対応に

つきましては、「学校生活管理指導表（ア

レルギー疾患）」により、医師の診断をも

とに、７品目の除去等に努めてまいります。

Ｂ 

48 

・給食対応マニュアルの作成を強く希望を

いたします。作成をしたら必ずアレルギー

児保護者への開示・配布・説明を必ずして

頂きたいです。（同様意見他３件） 

 現在、学校においては平成 25年に教育委

員会が作成した「川崎市立学校におけるア

レルギー疾患を持つ児童生徒への対応マニ

ュアル」による運用をしておりますが、今

後、中学校完全給食における食物アレルギ

ーの対応マニュアル等の作成やその周知に

ついて検討し、事故や誤配を未然に防止す

るよう取り組んでまいります。 

Ｃ 

49  

・アレルギー対応について、コミュニケー

ションがとりにくい条件の中での対応はか

なり危険と考えます。思い切った対応食材

の絞り込みが必要なのではないか。 

（同様意見他５件） 

 中学校完全給食における食物アレルギー

対応につきましては、保護者、学級担任、

養護教諭、栄養士、調理員等で協議できる

体制を整え、誤配等の間違いが無いように

共通理解が図れる体制の構築が必要と考え

ております。 

 現在、学校においては、平成 25年に教育

委員会が作成した「川崎市立学校における

アレルギー疾患を持つ児童生徒への対応マ

ニュアル」による運用をしておりますが、

今後、中学校完全給食における食物アレル

ギー対応のマニュアル等の作成を検討する

とともに、食物アレルギーを有する生徒へ

の対応については、「学校生活管理指導表

（アレルギー疾患）」により、医師の診断

をもとに、７品目の除去等に努めてまいり

ます。 

Ｄ 

50  

・中学校給食の導入に関しては、一斉切り

替えではなく、お弁当・給食の選択制を導

入して欲しいと強く思います。 

（同様意見他３件） 

 中学校完全給食における喫食形態につき

ましては、給食を生きた教材として活用で

きること、統一的な食育の指導が可能とな

ること、共食・共同作業により将来にわた

る望ましい食習慣を形成できることなどの

食育の推進が図られることなどから、「全

員喫食」を原則として、中学校完全給食の

取組を推進してまいります。 

Ｄ 



 

 

15 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

51 

・学校給食で希望したいのが、牛乳か飲み

物持参か選べるようにして欲しいです。 

（同様意見他１件） 

 文部科学省の食事状況調査における「子

どもたちが学校給食のない日はカルシウム

不足が顕著である」という結果から、カル

シウム摂取に効果的である牛乳等について

の使用に配慮することとしております。現

在でも中学生に必要なカルシウムを摂取す

るために学校給食では牛乳を提供しており

ますが、学校完全給食の献立の組み合わせ

では、牛乳以外の飲み物を使用する場合も

あると考えられますので、今後検討してま

いります。 

 また、牛乳アレルギーの生徒への対応に

ついては、これまで通り、飲み物持参をお

願いしたいと考えております。 

Ｄ 

 

（４）安全・安心・良質な食材の確保に関すること（18 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

52  

・地産地消について大賛成です。  学校においては、地域の産物を学校給食

に活用するなどの工夫をして食に関する指

導を行うことは、教育的効果があるものと

考えております。今後、関係局等との連携

により、供給量等の状況を踏まえながら、

できる限り地産・地消に配慮した食育を推

進してまいります。 

Ｂ 

53  

・小学校給食において実施していただいて

いる、放射能検査や産地の公表は、大変あ

りがたいので、中学校給食においても、同

レベルの検査等をお願いしたいです。 

（同様意見他４件） 

 中学校完全給食で使用する食材の産地に

ついては、本市小学校給食と同様に市のホ

ームページに公表し、周知を図ってまいり

ます。 

 また、使用する食材の放射能検査につい

ては、国の動向も注視しながら、本市小学

校給食において保護者の方から不安の声が

寄せられる食材の検査を実施していること

を踏まえ、検討してまいります。 

Ｂ 

  



 

 

16 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

54  

・輸入肉、遺伝子組み換えなど色々と不安

があります。これから育ちざかりの子ども

たちは大丈夫なのかと思います。地域の食

材を使ってのびのびとした子どもたちに育

てて頂きたいと思います。 

（同様意見他 10 件） 

 中学校完全給食で使用する食材につきま

しては、本市小学校給食における食材調達

と同様に、公益財団法人川崎市学校給食会

が学校給食用物資規格基準書に基づき選定

を行ない、使用するものは国内産を基本と

し、遺伝子組み換え食品については使用し

ないこと、また、納品後の食材については、

川崎市健康安全研究所に依頼し、細菌検査、

理化学検査等のサンプル検査を実施するこ

と等により、安全性の確保に努めてまいり

ます。 

Ｂ 

55 

・川崎市内産の食材の積極使用と当該川崎

産食材を購入できる場所や小売店の生徒・

保護者への周知。 

 地域の産物を学校給食に活用するなどの

工夫をして食に関する指導を行うことは教

育的効果があるものと考えております。中

学校完全給食においても関係局等との連携

により、供給量等の状況を踏まえながら、

できる限り地産・地消に配慮してまいりま

す。市内産の食材についての情報提供につ

いては検討してまいります。 

Ｄ 

 

（５）食器の形態等に関すること（21 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

56  

・中学校給食の食器はどんな形になるので

しょうか（数、材質）。小学校でもまだア

ルミ食器を使っています。どちらもよい形

にしてほしいです。 

・中学校は栄養価や給食費も上がることか

ら、給食の内容はおかずの数や種類も大分

増えると思います。食育の観点から、献立

形態に会った食具を準備するべきではない

でしょうか。これと合わせて、ごはんはご

はん茶碗で食べさせたいです。 

（同様意見他３件） 

 食器につきましては、安全性や取扱いの

しやすさ等の視点から検討してまいりま

す。また、和食や洋食等多様な献立に対応

できるような食器の形態、数、大きさを検

討してまいります。 

Ｄ 

  



 

 

17 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

57  

・マイ箸持参の意図は何か。 

・完全給食なのに、マイ箸等家庭から持参

したものを使って食べるのは違和感があり

ます。「中学生は自己管理できる年齢」と

の説明も聞きましたが、かえって学校に置

きっぱなしなど不安があります。また、食

育の観点からも料理形態にあったスプー

ン、フォークなど箸以外も必要です。食べ

る道具が生徒によって異なることが出ても

いいのでしょうか。食器も小学校と同様の

セパレート型ですが、材質も同様であって

欲しいです。種類は中学生の栄養量を考え

るとどうなるのか知りたいです。 

・“マイ箸”との事ですが、“忘れた”“洗

わない”“置きっぱなし”など考えられる

と思います。衛生面からも一括して消毒し、

使用する方式に変えて下さい。 

（同様意見他 13 件） 

 食育は発達段階に応じて行うものである

ことから、中学校完全給食においては中学

生の自己管理能力を育むこと、毎日の箸等

の食器具を自分で用意し、使用後は家で洗

いまた翌日の準備をすることが家事体験と

もなりえること等の食育の観点から、箸等

については、家庭から持参することといた

しました。 

 第３期川崎市食育推進計画では、食育の

推進には、家庭、学校、地域等様々な分野

の連携が必要、としております。マイ箸を

「生徒が日常の中で身近に行える食育」と

して、将来の食の自己管理能力を養えるよ

うな食育を推進してまいります。  

 また、食器具を忘れた場合については、

学校と調整を図りながら対応について検討

してまいります。 

Ｄ 

 

（６）実施手法に関すること（125 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

58 

・センター方式は賛成です。  実施手法につきましては、本市特有の細

長い地形等を考慮し、限られた市有地を最

大限に活用して、センター方式により調理

場を３箇所整備するとともに、学校との調

整も踏まえ、小学校との合築校である東橘

中学校及びはるひ野中学校においては合築

校舎内の調理場を活用し、教育活動に支障

を及ぼさない犬蔵中学校及び中野島中学校

においては同校の敷地内に調理場を設置す

ることにより、生徒数の推計に基づく食数

約３万３千食（全 52校）を確保し、本市中

学校完全給食を早期に実施いたします。 

Ｂ 

59 

・センター方式がもともと良いのではと思

っていたので、センター方式を希望したい

と思います。 
Ｂ 

60 

・自校調理方式に限界があるのであれば、

センター方式でもやむを得ないと考えま

す。 
Ｂ 

61 

・中原地区の給食センターを上下水道局の

平間公務員宿舎跡等に設置することは、跡

地有効活用の観点から賛成です。 

 給食センターの整備に当たっては、限ら

れた市有地を最大限に活用し、中学校の完

全給食早期実施に向け、取組を推進してま

いります。 

Ｂ 



 

 

18 

 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

62 

・次の点の採用について提案します。 

①中圧ガス導管を利用したエネルギー利用シス

テム 

②天然ガスコージェネレーション 

③経済性・環境性・防災性の高いガスヒートポン

プ 

④低輻射型厨房機器 

⑤給食センター配送車に天然ガス配送車 

 省エネルギー等の推進につきまし

ては、施設の利用目的及び機能に適

し、環境にも配慮した施設となるよう

今後検討してまいります。 

 
Ｃ 

63 

・学校給食の安全、食育を食材調達から喫食まで

を「見える化」（パネル展示）し、食材の受け入

れから調理工程を見学施設として機能されるよ

う検討いただきたい。大規模災害（特に地震）の

インフラ復旧スピード、施設内の安全も考慮して

燃料の燃焼でない調理が適当である。 

Ｃ 

64 

・センターではどのように作られているのか知り

ようがないので見学できる機会が欲しい。建設さ

れる際には生徒や保護者の見学に対応できるよ

うなスペースも設けて欲しい。 

 給食センターの整備に当たっては、

市有地を最大限活用した計画として

いく予定ですが、事業用地が限られて

おりますので、どの様な機能付加がで

きるのかも含め、今後、検討してまい

ります。 

Ｃ 

65 

・設計及び機種選定において学識経験者による監

修をして欲しい。（大量なので食中毒が心配） 

（同様意見他１件） 

 給食調理施設の整備に当たっては、

国の「学校給食衛生管理基準」に則り、

衛生管理に万全を期してまいります

が、学識経験者からの意見聴取も含

め、今後検討してまいります。 

Ｃ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

66 

・中部給食センターの候補地は、平間小学

校、川崎工科高校が隣接し、特に平間小学

校の通学路にあります。現状の周辺道路は、

南武沿線道路の抜け道として特に朝夕は多

くの自動車の通行量があり、狭い道路で給

食センターの運送車両が短時間に多数通行

するには適さない道路と考えます。同地区

の全体的な開発計画を考えますと、前提条

件として「取り付け道路の拡張整備」が不

可欠と考えます。 

 給食センターの計画は、周辺環境に十分

に配慮したものとする必要があると考えて

おりますので、関係局との調整も含め、今

後検討してまいります。また、配送に係る

安全対策についても、今後十分に検討して

まいります。 
Ｃ 

67 
・配送、下膳など交通面が心配です。市民

生活の影響はどの程度考えていますか。 
Ｃ 

68 

・ほとんどの学校にはエレベーターがつい

ていないと思いますが、１Ｆから４Ｆまで

非力な１年生も運ぶことになり、ましてや

こぼしてしまったり、そこからその生徒に

対する誹謗中傷などということも考えられ

ます。各校にエレベーターの設置も現状で

は厳しいと思いますが、それができないの

であれば、全てを生徒に運搬させるという

のはかなり難しいのではないでしょうか。

 学校給食では、準備、会食、後片付けな

どの一連の実践活動を日々継続して行うこ

とにより、子どもたちが正しい食事のとり

方や望ましい食習慣を身につけ、さらに準

備や後片付けなどの共同作業を通して責任

感や連帯感を養うことができるとともに好

ましい人間関係が育つものと考えておりま

す。また、給食を食器に盛り付けることに

より、個人に応じた食事量の調整も可能で

あるものと考えております。なお、調理か

ら喫食までの安全確保、給食実施にかかる

運搬・配膳方法等につきましては、生徒の

安全面にも考慮した上で、実施までの間に

検討してまいります。  

Ｃ 

69 

・食の安全は使用食材の安全だけでは図れ

ません。生徒たちが喫食する時まで安全で

なければならないわけですが、配膳室から

教室まで運ぶ人的配置はどのようにシミュ

レーションされているのですか。 

（同様意見他１件） 

Ｃ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

70 

・小学校のように基本的に全ての学校で自

校方式にして下さい。 

・中学校給食を自校方式で「安心、安全、

適温、食育」に心のこもった給食実現に是

非早く進めることに力を入れて下さい。 

・食育のためには、調理している人たちが、

生徒に見えるということも大切だと思いま

す。大きなセンターで作られる給食では、

作っている人の大変さ、食材のことなど見

えません。ぜひ自校方式にしてください。 

・各中学校の敷地や設備を見学されてご検

討された案ですが、学校の建て替え等で将

来、自校調理方式の給食が可能な中学校も

あると思います。建て替えの時には調理室

をつくり、長期計画で、より多くの中学校

で自校調理方式の給食が実施されることを

望みます。災害時に避難場所としても有効

です。 

・食育を進めるためにも、是非とも自校方

式を取り入れていただきたいですが、給食

室のスペースが取れない場合は、小学校で、

共同調理を実施していただきたいです。 

・できるところから自校方式を導入し、セ

ンターの負担を少しずつでも軽くしていく

のがよいかと思います。 

・長期計画でもよいので各区一校以上の自

校調理方式の給食を実現するよう希望しま

す。  

（同様意見他 62 件） 

中学校完全給食を「自校方式」により実

施するには、多くの学校で衛生管理可能な

十分なスペースの確保等が困難な状況であ

るため、結果として運動場に調理場を整備

するか、又は大規模な改修を行わざるを得

ない状況となります。 

その結果、児童生徒の活動場所が非常に

制限されることとなり、教育環境への影響

がとても大きくなるとともに、これらの方

式は、他の方式と比べ多くの費用・期間を

要することが見込まれるなど、本市におい

ては困難な状況にあると考えております。

従いまして、本市特有の細長い地形等を

考慮し、限られた市有地を最大限に活用し

て、センター方式により調理場を３箇所整

備するとともに、学校との調整も踏まえ、

小学校との合築校である東橘中学校及びは

るひ野中学校においては、合築校舎内の調

理場を活用してまいります。また、本年１

月から３月に実施いたしました「中学校給

食実施に向けた配膳室等整備事前調査」の

結果、及び学校との調整も踏まえ、教育活

動に支障を及ぼさない犬蔵中学校及び中野

島中学校においては、同校の敷地内に調理

場を設置することにより、生徒数の推計に

基づく食数約３万３千食を確保し、中学校

完全給食の早期実施に向けた取組を推進し

てまいります。 

なお、今後の中学校完全給食における調

理施設の在り方につきましては、生徒数の

推計、各調理施設の稼動状況、本市の財政

状況等も勘案し、必要に応じ、検討してま

いります。 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

71 

・センターの規模が大きすぎるのではない

でしょうか。出来れば、各区に１箇所ずつ

のセンターを作り、運搬時間を短縮すべき

だと思います。その為、食中毒等、衛生面

での問題があります。３センター同時オー

プンよりは、段階的に時期をずらし、課題

点など解決しながらのオープンのほうがよ

いのではないでしょうか。また、中学校の

搬入場所の整備等、課題は多いと思います。

・大きな事業で莫大な予算がかかることで

すので、一度に３箇所給食センターを作る

のではなく、１箇所ずつ作り、その反省を

生かしてほしい。せっかく中学校給食を実

施するなら、安全でおいしく、子どもに喜

ばれるものにしたい。 

・センター方式ですが、何万食もの給食が

３つのセンターから、時間内に温かく、お

いしい状態で届けることができるのでしょ

うか。 

（同様意見他 15 件） 

給食センターを整備するためには、一定

の広さの土地が必要ですが、現在、活用が

可能な市有地は３箇所しかない状況です。

従って、限られた市有地を最大限活用し、

センター方式により給食調理場を３箇所整

備すること等により、中学校完全給食の早

期実施に向け取り組んでまいります。また、

国の「学校給食衛生管理基準」に則り、衛

生管理には万全を期してまいります。 

給食センターの段階的な整備について

は、多くの保護者の皆様から中学校完全給

食の早期実現が望まれていることから、各

中学校への給食の搬入場所の整備等の諸課

題を整理しながら、平成 28 年度中の全校実

施に向けた取組を進めてまいります。 

給食センターから各学校に配送する際に

は、保温性に優れた食缶を用い、安全・安

心で温かく、おいしい給食を提供できるも

のと考えております。給食センターから各

学校への配送時間については、国の「学校

給食衛生管理基準」を踏まえ、調理後２時

間以内の喫食を前提とした配送計画をシミ

ュレーションしておりますが、今後、より

詳細に配送計画を策定してまいります。 

Ｄ 

72 

・給食センターの規模が大きいので、２時

間以内に調理し配送することが問題なくで

きるかどうか。また、配送された給食が安

全に教室まで運ぶことができるかどうか、

気になっています。エレベーターの設置や

異物混入の対策について、よく検討してい

ただけたらと思います。 

（同様意見他 13 件） 

 学校給食センターから各学校への運搬に

つきましては、国の「学校給食衛生管理基

準」を踏まえ、調理後２時間以内の喫食を

前提とした配送計画としてまいります。ま

た、同基準に基づき、衛生管理の徹底を図

り、安全・安心な中学校完全給食を提供し

てまいります。 

 給食実施に係る配膳、運搬等の課題につ

きましては、今後、実施までの間に検討し

てまいります。 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

73 

・民間委託の調理員さんにおいて、６千か

ら１万食以上の給食調理は、経験やノウハ

ウが自校調理方式とはまったくちがうと思

われます。受託会社においても同様ですが、

委託の条件にどのように入れていくのです

か。（同様意見他２件） 

 学校給食センターは全国的に導入事例も

多くあることから、これら先進事例や国の

「学校給食衛生管理基準」等を参照しなが

ら、公募資料に盛り込んでまいります。 
Ｄ 

74 
・文部科学省基準に基づく再調査と事業費

用見積の再計算をすべきです。 

 中学校完全給食の早期実現を求める「市

議会の決議」や市民の皆様からの様々な意

見・要望を踏まえて、教育委員会会議にお

いて議論を重ねた結果、中学校においても、

小学校と同様に「完全給食」を実施するこ

とが望ましいとの結論に至り、平成 25年

11 月に「川崎市立中学校給食の基本方針」

を決定しました。本基本方針に基づき、こ

れまでの間、安全・安心で温かい中学校完

全給食の早期実施に向けた検討を行ってま

いりました。素案で示しました実施手法ご

との事業費用の試算は、６種類の給食提供

方式について、単一の方式により実施した

と仮定した場合のそれぞれの施設整備費と

事業期間 30 年間の維持管理運営費を試算

したものです。実行ベースでの整備面積に

つきましては、今後、設計等のなかで、学

校とも調整しながら検討するとともに、事

業費につきましても、実行ベースに合わせ、

財源の額を含めて精査してまいります。 

 本年１月から３月までの間に、教育委員

会において、「川崎市立中学校給食実施に

向けての配膳室等整備事前調査」を実施い

たしましたが、結果として、市立中学校に、

自校調理場を設置するには、多くの学校で

衛生管理可能な十分なスペースの確保等が

図れない状況でした。 

 今後は、この配膳室等調査の結果、及び

学校との調整結果を踏まえ、「自校調理場

２校及び中学校配膳室」の整備計画を策定

していく予定であり、現時点では、自校調

理場増設に向けた再調査等については、難

しいものと考えておりますが、中学校完全

給食の早期実施に向けた取組を着実に推進

してまいりたいと考えております。 

Ｄ 

75 
・自校方式が可能か再度調査してほしい。 

Ｄ 

76 

・中原区には自校給食が一校もありません。

学校を訪れた時には、用地があると思われ

る所がいくつかありました。再調査しなお

してください。  

Ｄ 

77 

・自校調理方式の学校を２校にした理由を

「素案」では「衛生管理可能な十分なスペ

ースの確保が困難な状況であるため」とし

ています。この判断を再検討すべきです。

「自校調理方式の可能性のある学校への調

理施設建設を長期計画で実施し、センター

方式との併用で進めていく」という「方針」

に変更を求めます。 

Ｄ 

78 

・「センター方式」ありきではなく、寄せ

られた市民の意見をもとに、再検討してほ

しい。 
Ｄ 

79 

・東京や地方都市で子どもやＰＴＡ・教員

からのセンター給食に対する評判が良くな

いという意見があり、自校方式に戻してい

る。 

（同様意見他１件） 

Ｄ 
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（７）開始時期・スケジュールに関すること（２件） 

番号 意見要旨  本市の考え方 区分

80  

・平成 28年度中学校給食一斉スタートでは

なく各学校と十分連絡を取り合い、各学校

の事情に応じて計画を進めたらいかがでし

ょうか。 

 多くの市民の皆様から中学校完全給食の

早期実現が望まれていることから、現在、

平成 28 年度中の全校実施に向けて取り組

んでいるところです。 

 また、中学校完全給食の全校実施に向け

ては、各中学校の状況や調理場の整備状況

等を踏まえ、給食提供方式等に応じた導入

計画を策定するとともに、全校へのより円

滑な導入が図れるよう試行実施についても

検討してまいります。 

Ｄ 

81  

・中学校給食の開始時期につきましては、

無理のないスケジュールのもと、できる学

校からの開始をお願いします。 Ｄ 

 

 

（８）給食費の額に関すること（２件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

82 

・今回の素案では、１ヶ月あたりの給食費

は提示されていない。給食の基本的な献立

と併せて具体的な金額の提示を要望する。 

給食費の額につきましては、中学生の学

校給食摂取基準や本市の小学校・特別支援

学校の給食費の額、他都市の状況、社会経

済情勢等を総合的に勘案し、今後、献立の

内容と併せ決定してまいります。 

Ｃ 

83 

・小学校より自己負担が少し増えても良い

と思います。 Ｃ 
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（９）その他（41 件） 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分

84 

・保護者説明会の回数が少ない。中学校区

ごとにひらいてほしい。我が子が通う中学

校でどうなるか、具体的に説明してほしい。

（同様意見他 16 件） 

 今回の保護者説明会については、全ての

市立小学校、市立中学校、市立特別支援学

校を通して、全ての保護者に届けられるよ

う、全校、全保護者あてにお知らせを配布

し、事業概要も含め周知してまいりました。

 加えて、これまでも本市ホームページに

随時情報を掲載する他、川崎市全町内会連

合会、各区町内会連合会、全市のＰＴＡ連

絡協議会、各区ＰＴＡ協議会等、様々な機

会を捉えて可能な限り説明を重ねてまいり

ました。今後も必要に応じて説明し、又は

市民の皆様の御意見を伺ってまいりたいと

考えております。 

 また、各中学校における、完全給食に係

る整備等につきましては、今後、学校とも

十分調整の上検討していくとともに、保護

者の皆様にもお知らせしてまいりたいと考

えております。 

Ｄ 

85 

・今は具体的にイメージすることができな

い乳幼児期の保護者に対しても丁寧に説明

をするべきであると考える。周知されてい

ないのが現状である。 

Ｄ 

86 
・市民への説明責任は、十分とお考えです

か。 
Ｄ 

87 

・保護者説明会を開催していただきました

が、より多くの意見や質問を受ける場では

なく、素案を説明するだけの（「保護者に

は、すでに説明しているから変更なんてし

ない」と言う）会だったのでは。要望を聞

く会ではないのですね。 

（同様意見他１件） 

Ｄ 

88 

・保護者が気軽に参加できる保護者説明会

を、「方針」決定前の 10月に開催せよ。参

加者も多くて 40 人ぐらいで、広々とした大

ホールはどこもがらがらでした。パブコメ

をやっているからというのは、言い訳に過

ぎません。ぜひ、保護者向けにきちんとし

た説明会、また、説明資料を作成し、「素

案」への意見を聞くべきです。 

（同様意見他１件） 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分

89 

・９月 11 日、平間会館で開催された住民説

明会に参加いたしました。しかし給食セン

ター施設の隣に動物愛護センターが建設さ

れると聞き、とてつもない衝撃を受けまし

た。食品の隣に動物なんて、常識のある方

の考えとは思えません。説明会において教

育委員会の方が、安心・安全を強調して説

明されていましたが、全くもって安心でき

ませんし、安全とも思えません。早急にも

う一度、住民説明会を開催してください。

責任者出席のもと、住民と話し合いができ

る場です。このまま地域の方々が納得しな

いまま、事業を進めれば、必ず大きなトラ

ブルがおきます。よい政策が潰されないよ

うに、賢く事業計画を進めてください。 

（同様意見他２件） 

 学校給食センターの衛生管理につきまし

ては、国の「学校給食衛生管理基準」等に

より、外部からの影響を受けないような構

造とすること等、詳細に定められておりま

す。本市の学校給食センターにおきまして

も国の基準を踏まえ、衛生管理には万全を

期すとともに、周辺環境にも配慮した施設

計画としてまいります。 

 また、地域や保護者の皆様に対しまして

も、必要に応じ、説明してまいります。 

Ｄ 
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・今回は「中学校」についてであるが、同

じ公立ならば、保育園～高校まで、同じサ

ービス、完全給食にしてほしい。市民とし

ては同じ公立なのに形態が変わるというの

は非常に不便を感じる。 

 学校給食は、学校給食法に基づき実施し

ており、この法律における給食実施対象と

なる学校は、小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程又は特別支援学校の小学部若

しくは中学部、となっております。今後も

法令に基づき、学校給食を実施してまいり

ます。 

Ｄ 
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・中学校給食のことで一度に大金を使って、

市全体の予算に影響がでないのか心配して

います。他の予算、小学校や老人や幼児に

関わる予算が削られたりしないのですか。

（同様意見他３件） 

 本市のおかれた厳しい財政状況ではござ

いますが、中学校完全給食の実施に当たり

ましては、民間活力を活かした効率的・効

果的な手法とするとともに、事業費の平準

化等を図ってまいります。また、国に対し

ても十分な財政措置について要請するな

ど、財源確保に努めてまいります。 

  

Ｄ 
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・川崎市の財政が厳しい中、中学校給食の

実施につきましては、大変厳しい課題であ

ると感じております。教育予算減による、

学校環境整備や学校教育に影響があれば、

本末転倒となる状況も考えられます。中学

校給食の予算が教育予算に影響することの

無いようよろしくお願いします。 

（同様意見他９件） 

Ｄ 

 



参考資料　1

平成２６年５月現在

全員喫食
家庭からの
弁当との
選択制

1 札幌市 97 97
自校調理方式　１９校
親子調理方式　７８校（親３９校、子３９校）

2 仙台市 64 64
自校調理方式　１２校
親子調理方式　　１校（子）
センター方式　　５１校　全５施設（PFＩ２、公設民営1、直営２）

3 さいたま市 57 57
自校調理方式　５４校
親子調理方式　　２校（子）
センター方式　　  １校　　（直営１）

4 千葉市 56 56 センター方式　５６校　　全３施設（PFＩ２、公設民営１）

5 川崎市 52 52 ○ ○中学校ランチサービス事業　５２校（内ホットランチ８校）

6 横浜市 147 ＊　147

     業者による校内での弁当販売　121校
     業者による校内でのパン販売　１1校

*   自動販売機でのごはん・パン販売　14校
     学食を利用　１校（高校附属中）

7 相模原市 37 7 ※　30
センター方式　７校     全２施設（公設民営１、直営１）
※デリバリー方式(弁当)　３０校

8 新潟市 57 30 ※　2７

自校調理方式　８校
親子調理方式　１校（子）
センター方式　２０校　全１４施設（公設民営１０、直営４）
※デリバリー方式（弁当。ランチルーム用は食缶）２８校(内全員喫食は1校）

9 静岡市 43 32 ※　11

自校調理方式　１校
親子調理方式　１校(子）
センター方式　３０校　全９施設（PFＩ１、公設民営４、直営４）
※デリバリー方式（弁当）　１１校

10 浜松市 48 48
自校調理方式　３５校
親子調理方式　 １校（子）
センター方式　 １２校　　全５施設（公設民営４、直営１）

11 名古屋市 111 1 ※　109 ＊　1
自校調理方式　３校（※２校）
※デリバリー方式（弁当。ランチルーム用は食缶）　１０７校
＊児童福祉施設の食堂を利用　1校

12 京都市 73 5 ※　66 ＊　1 ◆　1

自校調理方式５校（小中併設校）
※デリバリー方式（弁当）　６６校
＊高校附属中は食堂の弁当を利用　1校
◆家庭からの弁当のみ　1校

13 大阪市 130 ※　14 ※　114 ＊　2
※デリバリー方式(弁当)　　１２８校
＊児童福祉施設の食堂を利用 ２校

14 堺市 43 43 ○ ○ランチサポート事業　４３校

15 神戸市 82 82 ○

○中学校弁当販売事業　６９校
校内での弁当販売　３校
校内でのパン販売　７校
家庭からの弁当のみ　３校

16 岡山市 38 36 ＊　2

自校調理方式　２３校
親子調理方式　 １校(親）
センター方式 　１２校　　全８施設（公設民営８）
＊　　児童自立支援施設の食堂を利用　１校
　　　 家庭からの弁当と校内パン販売　1校

17 広島市 64 21 ※　43

自校調理方式　５校
親子調理方式　３校（子）
センター方式　１３校　全６施設（公設民営１、直営５）
※デリバリー方式(弁当)　　４３校

18 北九州市 62 62 親子調理方式　６２校(子）

19 福岡市 69 69
自校調理方式　５校
センター方式　６４校　全４施設（公設民営４)
＊７月末で１センター廃止。８月にPFＩで1施設開設予定。

20 熊本市 42 42
自校調理方式　２校
親子調理方式　２校（子）
センター方式　３８校　　全１５施設（公設民営１４、直営１）

政令市における中学校給食の状況

政令指定都市名 学校数

給食の形態

市教委が
給食以外の
昼食提供

備　　考
完全給食

ミルク
給食

未実施

平成２５年３月
「中学校給食実施方針」を決定
※主な概要は欄外に記載

【大阪市 全員喫食の状況】
・平成26年4月から、全員喫食に移行。
・全学年全員喫食を実施する中学校14校。
・1年生から段階的に全員喫食を実施する中学校112校。
・平成26年度当初は全学年家庭からの弁当との選択制を継続する

中学校2校。

平成２6年４月
全員喫食に移行
※状況は欄外に記載

【神戸市 中学校給食実施方針の概要】
・全員喫食を基本とする。但し、家庭弁当の持参も可能とする。
・デリバリー（ランチボックス）方式を採用する。

・平成26年度中に一部の中学校で、平成27年度中に全校で実施を
目指す。



 参考資料 　２

11月26日 教育委員会（基本方針決定）

12月17日 第１回中学校給食推進会議

1月22日 東柿生小学校視察（市長・教育委員会）

1月28日 教育委員会（請願審査）

1月30日 中原中学校ほか視察（市長・教育委員会）

2月4日 西八千代市視察（教育委員会事務局）

2月6日 府中市視察（教育委員会事務局）

2月7日 市ＰＴＡ連絡協議会理事会

2月12日 教育委員会

2月13日 第１回中学校給食推進連絡協議会

2月17日 第１回中学校給食推進会議検討部会

3月14日 第２回中学校給食推進会議検討部会

3月20日 武蔵村山市視察（教育委員会事務局）

3月27日 第２回中学校給食推進連絡協議会

4月8日 教育委員会

4月8日 全町連役員会

4月17日 第３回中学校給食推進連絡協議会

4月18日 第３回中学校給食推進会議検討部会

4月22日 第２回中学校給食推進会議

4月22日 教育委員会

4月24日 海老名市視察（教育委員会）

5月2日 甲府市視察（市長・教育委員会・協議会委員）

5月9日 教育委員会

5月13日 教育委員会

5月19日 第４回中学校給食推進連絡協議会

5月19日 第４回中学校給食推進会議検討部会

5月20日 第３回中学校給食推進会議

5月20日 教育委員会

5月26日 第５回中学校給食推進会議検討部会

5月27日 第４回中学校給食推進会議

5月27日 政策・調整会議

5月27日 教育委員会（中間取りまとめ）

5月29日 総務委員会

6月3日 全町連役員会

6月13日 総務委員会

6月30日 千葉市視察（中学校校長会・教育委員会事務局）

7月7日 市ＰＴＡ連絡協議会理事会

7月14日 第５回中学校給食推進連絡協議会

7月16日 第６回中学校給食推進会議検討部会

7月22日 第５回中学校給食推進会議

7月22日 教育委員会

8月15日 第６回中学校給食推進連絡協議会

8月18日 第７回中学校給食推進会議検討部会

8月19日 第６回中学校給食推進会議

8月19日 教育委員会

8月25日 第8回中学校給食推進会議検討部会

8月25日 政策・調整会議

8月25日 第7回中学校給食推進会議

8月25日 教育委員会

8月28日 総務委員会

10月15日 第7回中学校給食推進連絡協議会

10月24日 政策・調整会議

平成２５年

平成２６年

これまでの検討経過


